助成事業完了報告書

 日 本 財 団　　　　                     報告日付： ２０１８年 ４ 月 ９ 日
会　長 　笹　川　陽　平     殿         事業ＩＤ： ２０１６３９１１３４
                                         事業名： 基盤整備

                                         団体名：(一社)日本造船協力事業者団体連合会

                                         代表者名： 会 長  前　田　和　彦 

                                         ＴＥＬ：０３－５５１０－３１６１

                                         ＦＡＸ：０３－３５０２－５５３３

                                         事業完了日：２０１８年 ３ 月３１日

	事業費総額    　    ５５，１００，０００円

	自己負担額　　　　　　　　　　　　　　０円

	助成金額　          ５５，１００，０００円


事業内容
  １. 業界の振興に関する調査研究

　　（１）技能継承の促進
　　　 ・地域研修センター（意見交換情報交換会）
日本海事協会からの支援を得て、各地域研修センターにおける事業は従来通り運営を行なった。2017年6月20日に大分技能研修センターにおいて意見交換会が開催された。地域の研修センター（東日本(横浜)、相生、因島、今治、大分、長崎）では新人研修、専門技能研修等の技能者育成事業を実施している。
　　（２）雇用、労務に関する調査・指導
　　　・外国人材の活用
　　　　　　平成27年(2014年)4月1日から開始されている「外国人造船就労者の受入」が就労期限を2022年度末まで延長となった。また、新外国人技能実習制度については、平成29年11月1日に施行された。これらの制度では技能実習計画の認定制度、監理団体の許可制度など国土交通省や外国人技能実習機構等による手続が煩雑になることもあり、適時、会員・所属企業･監理団体などに情報を提供している。また、「外国人造船就労者受入事業適正監理推進協議会」（設置　国土交通省）、「巡回等業務管理委員会」(日本海事協会)への参加をしている。
・先進国型シップリサイクル（船舶解撤企業協議会）
国土交通省海事局による｢シップリサイクル条約」の批准に向けた作業に協力している。また、平成29年10月31日にシップリサイクル条約の批准に向けた検討会（設置　国土交通省）がされ参加した。
　　　　
　　　・人材流動化（会員業況情報）
　　　　　前年度中国支部より提案された、業界の繁忙・閑散期により影響する人員調整の手段の一つとして、インターネットを活用した人材情報（掲示板）を構築した。
　（３）講習会等開催事業
　 ・資格取得型の教育の実施

　　　　　職長・安全衛生責任者教育、低圧電気取扱業務に係る特別教育などの資格取得型の講習会を会員外も受講できるよう募集・実施し、合計９５１名（昨年度８１２名）が資格を取得した。
 （４）塗装部会対策

  ・日造協塗装部会　
船舶の建造の職種の中で塗装工事は協力企業に対する依存度が極めて高い。そ
のため塗装事業者による日造協塗装部会が設置され、塗装全般にわたる幅広い事柄について意見交換や調査検討等の諸活動を行っている。今年度も、全国塗装部会を開催し講演会、情報交換会をおこなった。
2017年6月7日   東日本・全国合同塗装部会（東京ドームホテル）
講演会　厚生労働省による「安全帯の規格変更の動向について」
　　　　　　　　　　
    （５）企画部会対策
　　　　・企画部会
本部会は、造船協力事業者間、特に若手経営者による交流、研鑽の場として運営され、情報の収集、企画部会会議に合わせアンケート調査の実施、部会誌の発行等を行った。
 2017年6月23日
  第1回（札幌東急ＲＥＩホテル）
10月27日　　　 第2回（ＪＲ九州ホテルブラッサム那覇）
　　　　　　　　　　　　　　　　 
（６）造船協力業の実態調査

　　　 ・実態調査

日造協会員所属企業の経営実態等を把握し、今後の業界対策の資料とするため
以下のとおり実態調査を実施した。
 　（調査内容）
①売上高の推移、②人員数の推移、③設備投資、④平成２９年度景気見通し、
⑤前年度に利用した税制措置について、⑥外国人技能実習生等の活用状況、
⑦人員確保、⑧日造協からの連絡、伝達等の取得状況
⑨日造協の事業で行なってほしい事業
　　（７）会員の新規入会促進
　　　・入会促進
　 　　       新規加入促進について引き続きＰＲ等を行っている。当会の事業を理解してもら
うために事業体験などの提供を行った。 
　　（８）政策研究
　　　　・政策研究委員会
会長の諮問を受け業界の人材確保･育成について（女性・高齢者の雇用等）検討をした。
2017年8月1日　第1回政策研究委員会　開催　（大森東急REI）
　　　　　　
２．日造協団体災害補償制度

　　　　  年度を通じて各地で説明会等を行ってきた。当連合会の労災補償共済制度を補完する団体契約による共済制度の上乗せ保険で、加入社数が増加するにつれ割引率が大きくなり、加入企業にとっては年間の保険料の負担が大きく軽減され経営安定に寄与している。年度末加入状況は１１４社契約となり団体割引率が２０％となっている。
　３．税制に関する要望、融資の指導業務
　　（１）税制に関する調査・要望
       ・税制の利用状況調査
本年度も国土交通省海事局の依頼を受けて、会員及び会員所属企業へ「造船業・舶用工業に関する税制の利用状況調査」を実施した。
　  （２）融資の指導業務
       ・日本財団造船関係事業資金
日本財団が競艇の収益金によって実施する２０１７年度造船関係事業資金について会員企業へ周知するとともに手続き等の指導を行なった。

　　　　　
　
  ４．その他
　　（１）機関紙発行
機関紙「日造協」は毎月１回発行（5,200部）しており、日本財団の助成事業、当連合会の事業進捗・成果、行政及び諸団体関係の活動や情報を掲載している。経営者向けのコラムや安全衛生読本のマンガ版を掲載するなど親しみやすい紙面づくりに努めた。
　　（２）業界誌広告掲載

　　　・会長記者会見、業界誌広告

  当連合会会長は業界誌各誌の記者と１１月１７日に合同会見を行い、会員の現状および問題点等について意見を述べ、各誌に会見内容が記載された。また、業界誌６社の「海の日特集号」、「新年特集号」に当連合会の広告を掲載しＰＲを行った。

　　（３）ホームページの整備
　　　　  ホームページの更新の他、日本財団ブログ「ＣＡＮＰＡＮ」に「安全ひろば」を開設しており当連合会の事業をタイムリーに広報した。また、造船協力業の業種紹介を掲載した。
（４）表彰に関する業務

　　　・国土交通省　海の日表彰

会員及び会員所属企業の適格者を関係官庁等へ推薦した。

　　　　２０１７年度は、「海の日」国土交通大臣表彰３名、運輸局長（運輸監理部長）表彰１０名の方々が受賞し各者に記念品を贈呈した。

　  （５）総会行事開催
　　　・総会、講演会
定時総会を２０１７年６月７日に東京ドームホテルで開催した。
会議終了後は諏訪貴子　氏による（ダイヤ精機株式会社　代表取締役）
｢“女将”がつくる最強の職人集団｣　－こんな町工場になぜ若者が集まるか－
　  
	


事業目標の達成状況：
１、造船協力事業者の安全衛生意識の向上と災害防止については、造船所内が複数職種による同時進行の作業を行う環境であるため、安全確実な作業の実現に向けて個々の企業はもとより関係先ともで連携して取り組み安全衛生の向上を目指す。
　安全衛生においては、引続き「安全に関する指導者の育成」、「ノウハウの継承問題」が重要課題となっている。造船元請各社が技術・技能の伝承に苦労しているが、同じように安全衛生についても、生産性向上と直接的に結びつけづらいため積極的な取組みが少ない。安全に対するノウハウは技術・技能と同様、伝承されていないことで同種の災害が繰返し発生し、生産性や操業に影響する。
日本財団助成事業の安全衛生アドバイザー相談会も、現場の安全衛生状況を専門家の視点から助言してもらうことに加えて、マニュアルに出来ない災害時の対処法などの相談にも乗っている。同時に進めている「次世代の安全のプロを養成する育成システム」（徒弟制度）も順調に推移しており、新たに1名の認定アドバイザーが誕生した。また、今年度も出張型の教育「出張型労働災害リアル体験教育」（３シリーズ目）を実施した。近年増加している外国人材にも対応するため、外国語によるテロップなどを加えるなど、今まで以上に受講生にわかりやすい教育とした。この教育は造船所等の現場で実施が可能、１日で６０～７０名程度の受講が出来る。
従来からの安全講習会等に加え、現場で必要な特別教育は受講側が参加し易く日程などを調整しているため、希望者が急増中である。安全衛生啓発ポスター等も引続き作成配布を行なっている。なお、安全衛生読本（マンガ版）小冊子は外国語版も含め２０１８年度に配布予定。
２、企業の経営基盤の安定を図るため労災の上乗せ補償として、独自の労災補償共済システム・上乗せ保険システムへの加入者促進を行い、災害時の補償の充実と団体割引による経費削減をめざす。
　　      　団体災害補償制度については、当連合会の会員所属企業のような中小企業での労働災害発生時の負担は、企業の経営状態を圧迫するものであるため、日造協団体災害補償制度に加入することで経費負担を削減することが、経営の合理化に役立っている。契約企業は２９年度末には１１４社となった。この制度については加入者数のメリットを生かすことで、所属企業の経営合理化に役立つものと認知されており、今後も拡大を図る。
３．造船協力業界の基盤強化を図るため、新規会員の入会促進を行い、国内の造船協力事業者の加入をめざす。
　数年来勧誘を続けてきたヤマニシ造船㈱の協力事業者等で組織された石巻造船安全協議会が新たな会員となった。また、引続き、当会の共済事業や安全衛生関連事業にメリットを知ってもらうため、未加入の協同組合、企業に対し本会の事業を体験してもらう等のアピールを行っていく。
４．造船協力企業の経営合理化については、情報の収集、分析及び活用に関するシステムの運用、維持改善を行い、中小企業が大多数を占める造船協力事業者の経営戦略づくりのサポートを行う。
　（１）　実態調査において造船協力業の実態を把握し、会員企業に実態調査報告書としてフィードバックを行なっている。会員企業は現況の目安として活用、今後の資金や設備投資などの参考としている。
　　（２）　日本財団の融資指導業務においては、当該制度が会員企業にとって良い借入条件であり、現在の金融機関の条件との相乗効果で企業の経営にとっては、有利な状況となっており、合理化の一策となっている。
    （３）　総会後の講演会、会員交流会で経営労務に関する講演会を開催し、会員である協力事業者の経営への一助としている。
５．技術の向上、技能の伝承については業界独自に改善・向上を模索しながら他団体等との連携のもと、この実現を目指す。

各地（６ケ所）の研修センターにおいても引続き新人研修、専門技能研修を行っている。また３０年度に日本財団助成事業により熟練高齢者の技能伝承について調査を行なう。
　６．造船協力事業者同士の情報交換、啓蒙活動を総会後の講演会、機関紙等を通じて実現していく。
　　    　今年度は神戸において会員事業者による交流会を開催し、勉強会と交流の機会を設けた。また、機関紙においても各種の活動紹介を行い日造協のＰＲに努めている。
　　　　・交流会等ＷＧ　2017年12月7日（ナビオス横浜）
・会員交流会・講演会　2018年2月15日（ホテルクラウンパレス神戸）
   7.造船協力業への関心、理解を促進する。
　　　　　造船関連業種を紹介するため、ホームページ内に造船協力事業者の業種を会員企業の協力のもと開設を継続し、ブログなどで実施事業を発信した。
８．税制に関する要望

 自由民主党、国土交通省海事局の依頼で関係先へアンケート調査を行った。
　９．業界功労者への表彰業務を行なう
　　　　　海の日の大臣、局長表彰並びに褒章、叙位の申請を行なった。
	　


事業成果：　成果物　・「日造協実態調査報告」

・機関紙（7月号　総会記事あり）
・総会講演会、海の日表彰者リスト、会員交流会、
                                                                       以 上

